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（ポイント）

（月/日）
日経平均株価 東証株価指数（TOPIX）

順位 銘柄/寄与度 順位 銘柄/寄与度

1 アドバンテスト/1,182.66円 6 フジクラ/233.11円

2 ソフトバンクグループ/972.68円 7 キオクシアホールディングス/169.89円

3 ファーストリテイリング/769.13円 8 ファナック/167.44円

4 東京エレクトロン/584.29円 9 ダイキン工業/84.64円

5 TDK/234.07円 10 村田製作所/76.59円

2026年4月21日
三井住友DSアセットマネジメント

チーフマーケットストラテジスト 市川 雅浩
市川レポート

 中東情勢は依然として不透明感の強い状況が続くが週明けの日経平均とTOPIXは堅調に推移。
 背景には米株高、原油高一服、協議の合意期待などがあり停戦期限は延長との市場の見方も。
 戦闘終結シナリオがある程度想定されたとすれば、日本株上昇の持続性のカギは日米企業決算。

1

中東情勢は依然として不透明感の強い状況が続くが週明けの日経平均とTOPIXは堅調に推移

中東情勢は依然として不透明感の強い状況にあります。先週末からの動きを簡単に振り返ると、イランメディア
は4月18日、米国の停戦合意違反を理由に、イラン精鋭軍事組織の革命防衛隊がホルムズ海峡を再び封鎖
したと報じました。翌19日には米中央軍がイラン船籍の貨物船を拿捕（だほ）したと発表すると、イラン外務省
のバガイ報道官は20日、「現時点で米国と次回の協議をする予定はない」と述べました。

また、トランプ米大統領は週明け4月20日、米ブルームバーグ通信の電話取材で、イランとの停戦期限は米東
部時間22日夜（日本時間23日午前）との認識を示し、期限延長の可能性は低く、合意に至らなければ戦
闘が再開されると強調しました。こうしたなか、日経平均株価と東証株価指数（TOPIX）は20日、それぞれ順
に前営業日比で0.6%上昇、0.4%上昇となり、21日もそろって続伸して取引が始まるなど、堅調な動きをみせ
ています。

不透明感の強い中東情勢と堅調な日本株について

【図表2：日経平均株価上昇に寄与した主な銘柄】【図表1：中東情勢悪化後の日経平均株価とTOPIX】

(注) データは2026年2月27日から4月20日。2026年2月27日の終値を100として指数化。
(出所) Bloombergのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

(注) 2026年4月7日（米国とイランの2週間の停戦合意が伝わった前日）から4月20日までの期
間における日経平均株価の上昇幅は5,395円33銭。この上昇幅に対する寄与度の大きい
上位10銘柄。 

(出所) Bloombergのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成
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背景には米株高、原油高一服、協議の合意期待などがあり停戦期限は延長との市場の見方も

中東情勢不安が続くなかでも日本株が堅調に推移している理由として、①ハイテク株高がけん引する形で、ナ
スダック総合株価指数やフィラデルフィア半導体株指数（SOX）、S&P500種株価指数が連日過去最高値を
更新していること、②原油価格に上昇一服感がみられること、③米国とイランの戦闘終結に向けた協議は最終
的に合意に至るとの期待が市場に一定程度あること、などが考えられます。

特に、③については、これまでのトランプ氏の言動を踏まえると、イランとの協議が進展しない場合、停戦期限を
延長する可能性が高く、市場でもそのような見方が多いように思われます。また、米国もイランも停戦期限を前に
強気の姿勢を示していますが、これは表向きの「けん制」で、2回目の和平協議に向け水面下で準備を進めてい
ることも十分考えられます。このあたりも市場で相応に想定され、最終合意への期待につながっているとみられます。

戦闘終結シナリオがある程度想定されたとすれば、日本株上昇の持続性のカギは日米企業決算

つまり、「米国とイランの停戦が続く限り、協議自体は継続され、多少時間を要しても最終的には合意に至り、
戦闘は終結する」というシナリオの実現を見越して、米国株や日本株は早々に上昇している公算が大きいと考え
ます。なお、改めて日経平均とTOPIXの値動きを確認すると、日経平均は米国とイスラエルによるイラン攻撃前
水準をいったん回復しましたが、TOPIXはまだ回復していません（図表1）。

日経平均は直近で大きく上昇しましたが、貢献したのは主にアドバンテストやソフトバンクグループ、東京エレクト
ロンといった値がさ株で（図表2）、これらは米ハイテク株高が追い風になったとみられます。中東情勢に関する前
述のシナリオが、ある程度想定されたとすれば、日本株上昇の持続性は、この先発表が予定されている国内企
業（特に図表2の企業）や米ハイテク企業の決算内容によるところが大きくなりつつあるように思われます。

※個別銘柄に言及していますが、当該銘柄を推奨するものではありません。
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